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証券コード　6926

平成22年６月10日

株　主　各　位
　 東 京 都 世 田 谷 区 等 々 力 六 丁 目 1 6 番 ９ 号

　 岡谷電機産業株式会社
代表取締役会長 丸　山　律　夫

第87回定時株主総会招集ご通知

拝啓　ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。

さて、当社第87回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申し上げます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成22年６月24日（木曜日）

午後５時10分までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 平成22年６月25日（金曜日）午前10時

２．場 所 東京都世田谷区等々力六丁目16番９号

　 　 当社本社　会議室

３．株主総会の目的事項

　 報 告 事 項 １．第87期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）事

業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会

の連結計算書類監査結果報告の件

　 　 ２．第87期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）計

算書類報告の件

　 決 議 事 項 　

　 第１号議案 剰余金の処分の件

　 第２号議案 取締役６名選任の件

　 第３号議案 監査役１名選任の件

　 第４号議案 補欠監査役１名選任の件

　 第５号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

以　上


当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申し上げます。

なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修

正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス

http://www.okayaelec.co.jp）に掲載させていただきます。
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（添付書類）
　

事　業　報　告

(平成21年４月１日から)平成22年３月31日まで
　

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過およびその成果

１．営業の状況

平成20年秋以降の世界経済停滞により当社グループ事業の市場規模も

急激に縮小しましたが、当連結会計年度においては中国における「家電

下郷」に代表される各国の景気刺激策により、薄型テレビ、冷蔵庫やエ

アコンの需要が伸びました。

国内においては、地上デジタル放送への完全移行に近付きつつあるこ

とやエコポイント制度の導入の追い風もあり、薄型テレビやＤＶＤレコ

ーダーなどが堅調に推移しました。

これらの製品の生産拠点である中国、東南アジア圏は昨年初を底に景

気の上昇が始まり、当連結会計年度の第２四半期に入ると増産体制を加

速し始めました。これに伴い半導体需給が好転し、半導体製造装置など

の産業機器についても底離れの兆しを見せるようになりました。そのよ

うな中で景気変動の影響を受けにくい医療機器、電力機器、鉄道システ

ム関連機器などの分野は堅調に推移しました。

　当社グループの対応

当連結会計年度当初は平成20年秋以降の世界経済停滞による需要の悪

化が年度を通じて影響すると想定し、その施策としてノイズ対策コンデ

ンサの小型化、インバータ用各種コンデンサおよび産業機器向けサージ

防護素子の品揃え増強、照明用各種ＬＥＤ光源、高輝度ＬＥＤ光源など

新商品開発を推進し、当社グループのコア技術を活かしてこれを用途拡

大していくことを図りました。第２四半期に入ると中国・東南アジアの

回復度合いに比べると低調な国内市場の受注増強に注力し、エコ発電、

インテリア照明などの新規用途、新規顧客への拡販活動を強化した結果、

運輸や医療など電機以外の業界から新規受注を獲得しました。

コスト面では、損益分岐点売上高を低減することを目標に生産工程の

省人化、材料を中心としたＶＥ、経費抑制などを強力に推進しました。
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以上の結果、当連結会計年度の売上高は118億39百万円（前連結会計年

度比89％）、営業利益は５億50百万円（同115％）、経常利益は４億82百

万円（同104％）、当期純利益は２億45百万円（同164％）となり、厳し

い経営環境下において前連結会計年度に比べ減収ながら増益を達成いた

しました。

　

２．部門別概況

ノイズ関連製品

中国・東南アジア向け薄型テレビ、ＤＶＤレコーダー、ゲーム機など

家電向けが年度を通じて伸びましたが、第３四半期以降には伸び率が鈍

化しました。その反面、工作機械、半導体製造装置関連の需要が高まり

大容量コンデンサ、電流容量の大きい電磁雑音対策複合製品の需要が急

速に回復してまいりました。国内においてはエコ発電などの分野で大容

量コンデンサなどの売上が増加いたしました。この結果、当連結会計年

度の売上高は63億99百万円（同88％）となりました。　

　

サージ関連製品

ノイズ関連製品と同様に第３四半期に入ると海外において薄型テレビ

向けの伸び率が鈍化しましたが、インバータエアコン向け需要が上向き、

工作機械や半導体製造装置などの産業機器、交通・運輸関連の需要が伸

びたこともあり、当連結会計年度の売上高は23億99百万円（同101％）と

なりました。

　

表示関連製品及びその他製品

ＦＳ－ＬＣＤにおいては鉄道車両向け表示器の更新需要が一巡しつつ

あるものの、空港や駅舎などの公共交通施設における行先表示板向け受

注を獲得いたしました。ＬＥＤ照明においては外部デザイナーと協業し、

店舗インテリアや昇降機向けなどの需要も広がりつつあります。この結

果、当連結会計年度の売上高は27億50百万円（同84％）となりました。

　

センサー関連製品

国内における産業機器向け需要が回復しつつありますが、当連結会計

年度の売上高は２億91百万円（同74％）となりました。　
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部門別売上高実績

部 門 売 上 高 受 注 高

ノ イ ズ 関 連 製 品 6,399百万円 7,070百万円

サ ー ジ 関 連 製 品 2,399 2,645

表示関連製品及びその他製品 2,750 2,324

セ ン サ ー 関 連 製 品 291 330

　

②　設備投資の状況

当連結会計年度において実施いたしました設備投資実施額は２億49百万

円であり、その主なものは、次のとおりであります。

当連結会計年度に完成した主要設備

　 当社長野技術センター ノイズ関連製品の開発および製造設備

　 当社埼玉技術センター サージ関連製品の開発および製造設備

　 岡谷香港有限公司・東莞東坑岡谷電子廠 ノイズ・サージ関連製品の製造設備

　 OKAYA LANKA (PVT) LTD. ノイズ関連製品の製造設備

　

③　資金調達の状況

特記すべき事項はありません。
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(2) 直前３事業年度の財産および損益の状況

項　　　　　目
平成18年度
第 84 期

平成19年度
第 85 期

平成20年度
第 86 期

平成21年度
(当連結会計年度)

第 87 期

受 注 高 (百万円) 16,155 16,274 12,726 12,371

売 上 高 (百万円) 15,885 15,972 13,368 11,839

経 常 利 益 (百万円) 1,792 1,458 464 482

当 期 純 利 益 (百万円) 1,166 900 150 245

１株当たり当期純利益 (円) 52.14 40.28 6.72 10.99

総 資 産
（純　 資　 産）

(百万円)
13,388
(7,721)

12,621
(7,783)

11,172
(7,174)

11,949
(7,497)

１株当たり純資産 (円) 345.21 348.09 320.88 335.34

（注）１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式数に基づき計算しております。

　

(3) 重要な子会社の状況

子会社の状況

会　　　社　　　名 資 本 金 議 決 権 比 率 主要な事業内容

東 北 オ カ ヤ 株 式 会 社 80,000千円 100.00％ 電子部品の製造販売

Ｏ Ｓ Ｄ 株 式 会 社 10,000千円 100.00 電子部品の製造販売

岡 谷 香 港 有 限 公 司 30,700千HK＄ 100.00 電子部品の製造販売

OKAYA LANKA (PVT) LTD. 250,000千LKR 100.00 電子部品の製造販売

岡谷香港貿易有限公司 600千HK＄ 100.00 電子部品の輸入販売

OKAYA ELECTRIC (SINGAPORE) PTE LTD. 500千S＄ 100.00 電子部品の輸入販売

OKAYA ELECTRIC AMERICA INC. 400千US＄ 100.00 電子部品の輸入販売
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(4) 対処すべき課題

ⅰ．生産の海外シフト対応と国内売上確保

電気機器業界における当社グループの主要な顧客は、海外への生産シフ

トをより加速していくものと考えられます。このような中で、今後とも国

内で市場を形成していくと予測される付加価値の高い工作機械、医療機器、

伸長していくことが予測される交通・運輸、不動産、通信業界におけるシ

ェアを確保、拡大してまいります。

ⅱ．経営資源の選択と集中

経営資源を競争優位性のある事業に集中し、顧客のニーズに適合した独

創的な製品を先行開発できる体制を築いてまいります。品質・コスト・納

期を確保するための生産力の強化、顧客のニーズに対応するためのカスタ

マイズ能力の強化、製品の提供に必要な測定、診断、営業コンサルティン

グなどに必要な経営資源、設備などへの投資を積極的に実施してまいりま

す。

ⅲ．新商品・新技術開発

顧客の潜在ニーズを取り込んだ新製品を継続的に供給し続けることが重

要な課題であり、これを可能にする情報収集力、技術開発力、営業力を強

化するとともに、当社グループの中核技術を活かしつつアライアンス戦略

も交え、新製品、新技術の開発を新規分野への応用展開を含め推進してま

いります。

ⅳ．原材料高騰と原価低減

原油、非鉄金属を中心とする商品市況の変動が継続する中、グローバル

な視点に立った 適地生産のさらなる推進と、物流を含めた総コスト対策

を実施しコストの継続的低減に注力してまいります。

ⅴ．金融商品取引法への対応

平成20年度から施行された改正金融商品取引法に対応し、財務報告の信

頼性を確保するための内部統制システムを構築・維持してまいります。

ⅵ．コンプライアンス経営

当社グループを取り巻くステークホルダーの負託にこたえつつ、公正、

公平、透明で、かつ、法令を遵守した経営を続けることは、重要な責務で

あります。そのため、コーポレート・ガバナンスを充実させ、内部統制シ

ステムを構築、維持、改善していくことが必要不可欠であることを認識し、

大限の経営努力をしてまいります。
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(5) 主要な事業内容（平成22年３月31日現在）

当社グループは次の製品の製造販売をいたしております。

ノイズ関連製品、サージ関連製品、表示関連製品及びその他製品、センサ

ー関連製品

　

(6) 主要な拠点（平成22年３月31日現在）

本 社 お よ び
営 業 本 部

東京都世田谷区等々力六丁目16番９号

営 業 所 東日本（東京都世田谷区）、西日本（大阪市福島区）
出 張 所 関東（東京都世田谷区）、長野（長野県岡谷市）、北

陸（石川県金沢市）、静岡（静岡市葵区）、名古屋（名
古屋市東区）、大阪（大阪市福島区）、福岡（福岡市
博多区）

埼玉技術センター 埼玉県行田市
長野技術センター 長野県岡谷市
国 内 生 産 拠 点 東北オカヤ株式会社（岩手県一関市・福島県安達郡）、

ＯＳＤ株式会社（埼玉県行田市）
海 外 生 産 拠 点 岡谷香港有限公司・東莞東坑岡谷電子廠（中国広東省

東莞市）、OKAYA LANKA (PVT) LTD.（スリランカ）
海 外 販 売 拠 点 岡谷香港貿易有限公司（香港）、OKAYA ELECTRIC

(SINGAPORE) PTE LTD.（シンガポール）、OKAYA
ELECTRIC AMERICA INC.（米国インディアナ州）
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(7) 使用人の状況（平成22年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

663（2,027）名 114（△577）名

（注）１．使用人数は就業員数であり、パートおよび嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外

数で記載しております。

　　　２．使用人増加の主な要因は、OKAYA LANKA (PVT) LTD.の使用人増加によるものでありま

す。

　　　３．パートおよび嘱託社員減少の主な要因は、岡谷香港有限公司の減少によるものであり

ます。

　

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

196（33）名 △3（△4）名 38.0歳 13.5年

（注）　使用人数は就業員数であり、パートおよび嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数

で記載しております。

　

(8) 主要な借入先の状況（平成22年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 816百万円

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 200

株 式 会 社 八 十 二 銀 行 133

　

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

特記すべき事項はありません。
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２．会社の現況に関する事項

(1) 株式に関する事項（平成22年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 90,000,000株

②　発行済株式の総数 22,921,562株

（自己株式563,906株を含む）

③　株主数 8,955名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 出 資 比 率

みずほ信託銀行株式会社退職給付信託沖電気工業口 36,020百株 16.1％

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 20,660 9.2

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 10,824 4.8

昭 栄 株 式 会 社 10,400 4.7

株 式 会 社 損 害 保 険 ジ ャ パ ン 8,130 3.6

安 田 不 動 産 株 式 会 社 6,385 2.9

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 5,987 2.7

岡 谷 企 業 財 形 会 5,043 2.3

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 4,650 2.1

帝 国 ピ ス ト ン リ ン グ 株 式 会 社 4,000 1.8

（注）１．出資比率は自己株式（563,906株）を控除して計算しております。

２．みずほ信託銀行株式会社退職給付信託沖電気工業口は、沖電気工業株式会社がみずほ

信託銀行株式会社に当社株式を信託する退職給付信託契約を締結した信託財産であり、

議決権の行使については沖電気工業株式会社の指図によって行使されることになって

おります。

３．持株数は百株未満を切り捨てて表示しております。
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(2) 会社役員に関する事項

①　取締役および監査役の状況（平成22年３月31日現在）

　　地　　　位 氏　　　　　名 担当および重要な兼職の状況

取 締 役 会 長
（代表取締役）

丸 山 律 夫 高経営責任者（ＣＥＯ）

取 締 役 社 長
（代表取締役）

山 岸 久 芳 高執行責任者（ＣＯＯ）

取 締 役 松 岡 郁 男 専務執行役員　管理本部長

取 締 役 一 瀬 和 好 常務執行役員　営業本部長

取 締 役 青 木 正 光 執行役員　生産本部長

取 締 役 木 代 俊 彦 　

常 勤 監 査 役 江 本 明 弘 　

監 査 役 鈴 木 英 夫 　

監 査 役 小 川 正 明 　

（注）１．取締役木代俊彦氏は、社外取締役であります。

２．監査役江本明弘氏および監査役小川正明氏は、社外監査役であります。

３．当事業年度中の取締役および監査役の異動はありません。

４．監査役鈴木英夫氏は、以下のとおり、財務および会計に関する相当程度の知見を有し

ております。

・監査役鈴木英夫氏は、当社に昭和40年３月から平成12年６月までの間、うち通算25年

にわたり決算手続ならびに財務諸表等の作成に従事しておりました。

５．当社は、取締役木代俊彦氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、

同取引所に届け出ております。

６．平成22年４月１日付で取締役の担当を次のとおり変更しております。

氏　　名 新役職および担当　 旧役職および担当　　

一 瀬 和 好 　
OKAYA ELECTRIC
AMERICA INC.上級副社長　

常務執行役員 営業本部長　

　

②　取締役および監査役に支払った報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

6名
（1）

118,200千円
（4,800）

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

3
（2）

25,050
（20,250）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

9
（3）

143,250
(25,050）

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬額は、平成20年６月24日開催の第85回定時株主総会において年額220,000

千円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

３．監査役の報酬額は、平成20年６月24日開催の第85回定時株主総会において年額60,000

千円以内と決議いただいております。
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③　社外役員に関する事項

イ．他の法人等との兼職状況（他の会社の業務執行者である場合）および当

社と当該他の法人等との関係

特記すべき事項はありません。

ロ．他の法人等の社外役員の兼職状況および当社と当該他の法人等との関係

特記すべき事項はありません。

ハ．当事業年度における主な活動状況

・取締役会および監査役会への出席状況

　
取 締 役 会 監 査 役 会

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

取 締 役 木 代 俊 彦 30回 100％ ―　 ―　

監 査 役 江 本 明 弘 30 100 18回 100％

監 査 役 小 川 正 明 30 100 18 100

・取締役会および監査役会における発言状況

　取締役木代俊彦氏は、当事業年度に開催された取締役会30回全てに

出席いたしました。取締役会において決議事項および報告事項に関し

て、会社方針に沿うものであるか、また、企業倫理上問題ないかの確

認を行っております。

　監査役江本明弘氏は、当事業年度に開催された取締役会30回および

監査役会18回全てに出席いたしました。取締役会および監査役会にお

いて、決議事項や報告事項に適宜質問するとともに、経営や監査活動

全般について客観性や中立性を重視した発言を行っております。

　監査役小川正明氏は、当事業年度に開催された取締役会30回および

監査役会18回全てに出席いたしました。取締役会および監査役会で公

正中立な立場から必要に応じ適宜発言・監査意見を述べております。

ニ．責任限定契約の内容の概要

当社と各社外役員は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定款で定めて

おりますが、当該内容の契約は行っておりません。
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(3) 会計監査人の状況

①　名　　　称 あずさ監査法人

　

②　報酬等の額

　 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 52百万円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その
他の財産上の利益の合計額

52

　

③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

当社都合の場合の他、会計監査人が会社法・公認会計士法等の法令に違

反・抵触した場合および公序良俗に反する行為があったと判断した場合、

監査役会は、その事実に基づき当該会計監査人の解任または不再任の検討

を行い、解任または不再任が妥当と判断した場合は、監査役会規定に則り

「会計監査人の解任」または「会計監査人の不再任」を株主総会の付議議

案とすることを取締役会に請求し、取締役会はそれを審議いたします。

　

④　責任限定契約の内容の概要

当社と会計監査人あずさ監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定

款で定めておりますが、当該内容の契約の締結は行っておりません。
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(4) 業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体

制その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

は以下のとおりであります。

①　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制

当社は、コンプライアンス基本方針を設け、そのなかに下記を定める。

岡谷グループは、コンプライアンスの実践を企業が存続、発展する上

で不可欠なものと位置づけ、企業活動において求められるあらゆる法

令等の遵守はもとより、高い倫理観に則して行動し、公正かつ誠実で

透明性の高い企業活動を遂行する。

当社の取締役は、上記方針の実践のため社是、企業理念および岡谷グル

ープ行動基準に従い、当社グループにおける企業倫理の遵守および浸透に

関してリーダーシップを発揮する。

コンプライアンス担当役員を置き、内部統制を推進する組織を設置する

とともに、コンプライアンス体制の構築および運用を行う。

　

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社は法令・社内規定に基づき、取締役の職務の執行に係る文書・記録

その他情報を、その保存媒体に応じて適切・確実に、かつ検索および閲覧

可能な状態で定められた期間、保存・管理する。

　

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社グループは、企業価値を高め、企業活動の持続可能な成長を実現す

ることを阻害するあらゆるリスクに対処すべく、リスク管理規定を設ける。

取締役会は、リスク管理基本方針を定める。これに基づき、グループ横断

的リスク、各部署、各業務プロセスに潜むリスクを抽出・評価し、優先順

位をつけて体制の整備、対応策の立案を行う。対応策には、リスクを低減・

抑制するための是正策およびリスク発生時の対策・事業継続計画を含む。

さらに、事業戦略立案部門は、事業戦略策定時に想定される事業リスクの

抽出評価を行い対応策の検討を図る。

これらの内容は内部監査規定に基づき内部監査部門が監査にて確認する。

さらに、半期に一度、取締役会でレビューし、リスク管理レベルの向上

を図る。
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④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社グループは、ISO9000シリーズを利活用して、一つの方針のもと、ひ

とつの仕組みを構築し、業務の標準化を図る。

当社の意思決定の妥当性および執行業務の管理監督・牽制機能を向上す

るため取締役のうち一名以上は社外取締役とする。

当社では、経営の監督と業務執行の役割分担を明確にする目的から、執

行役員制を採用する。予算実績管理、その他、業務執行に関する重要事項

の意思決定をするため、執行役員会を毎月定例的に開催し、業務執行の円

滑化を図る。毎月定例および適宜開催する取締役会を経営の重要事項その

他、意思決定の場とする。

当社グループは経営方針の徹底のため、中期経営計画を立案し、これを

もとに年度計画および予算を立案し、各部署、子会社、使用人に至るまで

方針を展開し、業務計画を策定、推進する仕組みを構築することにより、

取締役の職務の効率化を図る。

　

⑤　使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

当社グループは、使用人の職務の執行が法令および定款に適合すること

を確保するため、社是、企業理念、コンプライアンス基本方針、岡谷グル

ープ行動基準、情報開示マニュアルなどを定め、その周知徹底と実践運用

を行う体制を構築する。また、これを維持向上させるため、当社グループ

の使用人に対する教育、研修を行う計画を策定、実施する。

さらに、当社グループは、コンプライアンス違反行為の可能性を削減す

るため、グループ横断的内部通報制度を設ける。

使用人の職務の執行が法令、定款に適合することを確実にし、さらに、

この体制を維持向上させるため、内部監査規定に準拠した内部監査、事業

所内監査を実施する。
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⑥　当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業

務の適正を確保するための体制

当社グループは、ISO9000シリーズを利活用して、一つの方針のもと、ひ

とつの仕組みを構築し、業務の標準化を図る。その上で、当社グループに

おける会社間の取引は、法令、会計原則、税法その他の社会規範に照らし

適切なものとする。

当社グループでは、これを確実にするため、当社グループ全体で整合し

た年度計画、予算を策定するとともに毎月の執行役員会で各関係会社担当

役員および各社社長が業務執行状況、予算管理状況などを報告し、さらに、

四半期ごとに関係会社経営会議を開催し、業務の適正さを確認する。

当社グループの業務の適正を確保し、さらに、これを維持向上させるた

め、内部監査規定に準拠した内部監査、事業所内監査を実施する。

　

⑦　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項

当社は、監査役の職務を補助する専任の使用人はいないが、監査役会が

監査役の職務を補助すべき専任の使用人が必要と判断した場合、取締役会

と監査役会で協議し、人員の配置を行うものとする。

　

⑧　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

前号の使用人の取締役からの独立性を確保するため、当該使用人の任命、

異動、評価など人事権に係わる事項の決定には常勤監査役の同意を得るも

のとする。

　

⑨　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報

告に関する体制

当社では、取締役、執行役員が報告を行う毎月の取締役会、執行役員会

に監査役が出席するほか、業務執行上重要な討議および報告を行う営業、

生産、管理各本部会議、品質環境委員会などの会議には常勤監査役が出席

する。また、稟議書や議事録および業務執行に関する重要文書を閲覧し、

必要に応じて取締役および使用人から説明を聴取する。

監査役は、必要に応じて取締役会、執行役員会その他の会議の場および

代表取締役との定期的な意見交換の場で意見を述べるものとする。
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取締役・執行役員および使用人は、当社に著しい損害を及ぼすおそれの

ある事実、その他法令もしくは定款に反する事実を発見したとき、または

経営・業績に影響を及ぼす重要な事実について決定したときは、直ちに監

査役に報告する。

　

⑩　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は、監査が実効的に行われることを確実にするため代表取締役、

その他取締役および執行役員と定期的な意見交換会を実施するとともに、

内部監査部門および会計監査人と監査計画、監査内容について、情報交換

を行うなど相互連携を図るものとする。

　

(5) 会社の支配に関する基本方針

当社は、現経営陣による会社財産の有効な活用、適切な企業集団の形成等

の取り組みによって、企業価値・株式価値が向上しているものと確信してお

り、特段の買収防衛策は考えておりません。今後も、株主の皆様との関係を

良好に保ちながら、企業価値・株式価値を向上すべく、皆様の負託に応えて

いく所存でございます。



2010/05/26 18:20:30 ／ 09631710_岡谷電機産業株式会社_招集通知

連結貸借対照表

－ 17 －

連 結 貸 借 対 照 表
（平成22年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

た な 卸 資 産

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 及 び 運 搬 具

工具器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無形固定資産

特 許 権

ソ フ ト ウ ェ ア

ソフトウェア仮勘定

電 話 加 入 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 性 預 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

　

6,229,846

827,489

3,658,711

1,228,425

47,687

116,093

362,007

△10,568

5,719,288

3,136,588

906,928

968,989

9,386

124,642

1,100,333

26,308

165,310

63,250

50,078

46,971

5,010

2,417,389

1,054,766

1,000,000

247,474

166,948

△51,800

（負　債　の　部） 　

流 動 負 債 3,539,740

支払手形及び買掛金 1,360,318

短 期 借 入 金 1,081,186

一年内返済予定の長期借入金 273,000

未 払 費 用 282,766

未 払 法 人 税 等 121,635

そ の 他 420,834

固 定 負 債 911,976

長 期 借 入 金 40,000

退 職 給 付 引 当 金 536,692

役 員 退 職 引 当 金 38,729

再評価に係る繰延税金負債 290,809

そ の 他 5,744

負 債 合 計 4,451,716

（純 資 産 の 部） 　

株 主 資 本 7,366,291

資 本 金 2,295,169

資 本 剰 余 金 1,860,948

利 益 剰 余 金 3,329,310

自 己 株 式 △119,137

評価・換算差額等 131,127

その他有価証
券評価差額金

214,190

土地再評価差額金 428,513

為替換算調整勘定 △511,576

純 資 産 合 計 7,497,418

資 産 合 計 11,949,135 負債・純資産合計 11,949,135
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連 結 損 益 計 算 書

(平成21年４月１日から)平成22年３月31日まで
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 　 11,839,948

売 上 原 価 　 9,103,044

売 上 総 利 益 　 2,736,903

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　 2,186,076

営 業 利 益 　 550,827

営 業 外 収 益 　 　

受 取 利 息 及 び 配 当 金 32,146 　

そ の 他 19,038 51,184

営 業 外 費 用 　 　

支 払 利 息 17,108 　

売 上 債 権 売 却 損 2,113 　

為 替 差 損 97,337 　

そ の 他 2,862 119,422

経 常 利 益 　 482,589

特 別 利 益 　 　

固 定 資 産 売 却 益 1,379 　

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 10,041 11,421

特 別 損 失 　 　

固 定 資 産 除 却 損 1,332 1,332

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 　 492,679

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 171,436 　

法 人 税 等 調 整 額 75,449 246,886

当 期 純 利 益 　 245,793
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連結株主資本等変動計算書

(平成21年４月１日から)平成22年３月31日まで
（単位：千円）

　
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成21年３月31日残高 2,295,169 1,860,940 3,128,233 △118,910 7,165,433

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　

剰 余 金 の 配 当 　 － △44,716 　 △44,716

当 期 純 利 益 　 － 245,793 　 245,793

自 己 株 式 の 取 得 　 － － △249 △249

自 己 株 式 の 処 分 　 8 － 21 30

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

　 － － － －

連結会計年度中の変動額合計 － 8 201,076 △227 200,857

平成2 2年３月31日残高 2,295,169 1,860,948 3,329,310 △119,137 7,366,291

　

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計その他有価証
券評価差額金

土 地 再 評 価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成21年３月31日残高 27,683 428,513 △447,249 8,947 7,174,380

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　

剰 余 金 の 配 当 　 　 　 － △44,716

当 期 純 利 益 　 　 　 － 245,793

自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 － △249

自 己 株 式 の 処 分 　 　 　 － 30

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

186,506 － △64,326 122,180 122,180

連結会計年度中の変動額合計 186,506 － △64,326 122,180 323,037

平成2 2年３月31日残高 214,190 428,513 △511,576 131,127     7,497,418
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連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

Ⅰ．連結の範囲等に関する事項

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 … ７社

（すべての子会社を連結の範囲に含めております。）

(2) 連結子会社の名称 …

東北オカヤ株式会社、ＯＳＤ株式会社、OKAYA ELECTRIC AMERICA INC.、

岡谷香港有限公司、岡谷香港貿易有限公司、OKAYA ELECTRIC

(SINGAPORE) PTE LTD. 、OKAYA LANKA（PVT）LTD.

２．持分法の適用に関する事項

非連結子会社及び関連会社が存在しないため該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

　

Ⅱ．会計処理基準に関する事項

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの …………………… 連結決算日の市場価格等に基づく時価

法によっております。

　 （評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定しております。）

時価のないもの …………………… 移動平均法に基づく原価法によってお

ります。
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２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品、材料及び貯蔵品、仕掛品 … 主として先入先出法による原価法（貸

借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価の切下げの方法）によっ

ております。

３．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 ……………………… 主として定率法によっております。

　 ただし、当社及び国内連結子会社では、

平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）については、

定額法によっております。

無形固定資産 ……………………… 定額法によっております。

４．引当金の計上方法

(1) 貸倒引当金 ……… 売上債権、貸付金等の債権の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。
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(2) 退職給付引当金 … 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務の見込額に基づき計上してお

ります。数理計算上の差異は、各連結会計年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定率法により按分した額を、

発生の翌連結会計年度から費用処理することとして

おります。

　 （会計方針の変更）

　当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計基

準」の一部改正（その３）」（企業会計基準第19号

平成20年７月31日）を適用しております。

　数理計算上の差異を翌連結会計年度から償却する

ため、これによる営業利益、経常利益及び税金等調

整前当期純利益に与える影響はありません。　　

(3) 役員退職引当金 … 役員の退職金の支給に備えるため、内規に基づく当

連結会計年度末要支給額の全額を計上しております。

当社は、平成15年３月期で役員退職金制度を廃止し

ております。なお、役員退職引当金の既引当残高は

各役員の退職時に当該役員に対する引当額を取崩し

支給することとしております。

５．リース取引の処理方法

　リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借に係る方法に準じた会計処理を採用

しております。

 ６．消費税等の会計処理方法

税抜き方式によっております。

７．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用し

ております。
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Ⅲ．連結貸借対照表に関する注記

１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

２．有形固定資産の減価償却累計額 6,512,835千円

３．担保提供資産並びに担保付債務

担保提供資産

建物及び構築物 116,267千円

機械及び装置 3,639千円

工具器具及び備品 55千円

土地 859,235千円

担保付債務

短期借入金 300,000千円

一年内返済予定の長期借入金 40,000千円

長期借入金 40,000千円

４．土地の再評価

　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布、平成11年３月

31日改正）に基づき事業用土地の再評価を行っております。再評価の方法

は、「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年政令第119号）第２条

第４号に定める地価税法の路線価に基づいて算定しております。また、再

評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の

部に計上し、再評価差額からこれを控除した金額を「土地再評価差額金」

として純資産の部に計上しております。

　　再評価を行った年月日 平成12年３月31日

　　再評価を行った土地の連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿

　　価額との差額

　 △468,019千円

　

Ⅳ．連結損益計算書に関する注記

　　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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Ⅴ．連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

２．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類
前連結会計年度末
株　式　数（株）

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株　式　数（株）

普 通 株 式 22,921,562 － － 22,921,562

３．自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類
前連結会計年度末
株　式　数（株）

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株　式　数（株）

普通株式(注) 563,130 879 103 563,906

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加879株は、単元未満株式の買取りによる増加であり

ます。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少103株は、単元未満株式の買増請求による減少であ

ります。

４．剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

  平成21年６月23日開催の第86回定時株主総会において、次のとおり決

議しております。

配当金の総額 44,716千円

１株当たり配当額 ２円00銭

基準日 平成21年３月31日

効力発生日 平成21年６月24日

　

②　基準日が当連結会計年度末日に属する配当のうち、配当の効力発生が翌

連結会計年度となるもの

　平成22年６月25日開催の第87回定時株主総会において、次の議案が提

出されます。

配当の原資 利益剰余金

配当金の総額 201,218千円

１株当たり配当額 ９円00銭

基準日 平成22年３月31日

効力発生日 平成22年６月28日
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Ⅵ．金融商品に関する注記

 １．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループ（当社及び連結子会社）は、資金運用についてはそのコ

ストと格付けのランクを勘案した 適な負債比率に収めることを原則と

しており、当面は間接金融を主体に調達しております。

　当社においては、金融機関との間で変動的な運転資金については当座

貸越枠、半固定的な運転資金については短期融資枠を設定し、設備投資

などの固定的な資金については長期借入金で対応しております。また、

リスク対応として長期コミットメントラインを設定しております。

　

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

  営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されて

います。当該リスクに関しては、当社グループの規定に従い、リスク管

理を図っております。

  また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半

期ごとに時価の把握を行っています。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日でありま

す。

　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）

であり、資金運用の効率化と金融リスクの低減及び支払利息の削減を図

るため、グループファイナンス化を進めております。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　　平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額

　については、次のとおりであります。

(単位：千円)　

　
連結貸借対照表計上額

(*)
時価
(*)

差額

(1)現金及び預金 　827,489 　827,489 　－

(2)受取手形及び売掛金 　3,658,711 　3,658,711 　－

(3)投資有価証券
　 その他有価証券　

　838,460 　838,460 　－

(4)長期性預金 　1,000,000 　1,011,575 11,575

(5)支払手形及び買掛金 　  (1,360,318) 　(1,360,318) 　－

(6)短期借入金 　(1,081,186)    (1,081,186) 　－

(7)一年内返済予定の長期借入金 　 (273,000) 　 (274,749) 　1,749

(8)長期借入金    (40,000) 　(39,389)   △610

（*）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関す

 　　　る事項

　　　(1)現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金

   　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこ

　　　　 とから、当該帳簿価額によっております。

　　　(3)投資有価証券

   　　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

　　　(4)長期性預金

   　　　長期性預金の時価については、元利金額を同様の新規預入を行った

　　　　 場合に想定される利率で算定する方法によっております。

　　　(5)支払手形及び買掛金、並びに(6)短期借入金

　 　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこ

　　　　 とから、当該帳簿価額によっております。
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　　　(7)一年内返済予定の長期借入金、並びに(8)長期借入金

   　　　これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行っ

　　　　 た場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっておりま

　　　　 す。

　

（注2）非上場株式（連結貸借対照表計上額 216,305千円）は、市場価格がな

 　　　く、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把

　　　 握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証券 その他

　　　 有価証券」には含めておりません。

　

Ⅶ．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 335円34銭

１株当たり当期純利益 10円99銭
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貸　借　対　照　表
（平成22年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

製 品

材 料 及 び 貯 蔵 品

仕 掛 品

未 収 入 金

短 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 及 び 運 搬 具

工具器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無形固定資産

特 許 権

ソ フ ト ウ ェ ア

ソフトウェア仮勘定

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 性 預 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

　

5,831,811

116,872

378,258

3,364,560

152,992

101,810

89,524

445,738

980,302

59,312

145,039

△2,600

6,278,455

2,017,841

404,090

19,324

525,458

195

106,365

961,657

748

163,438

63,250

49,403

46,971

3,814

4,097,175

744,655

2,056,028

1,000,000

195,456

152,835

△51,800

（負　債　の　部） 　

流 動 負 債 4,404,489

支 払 手 形 562,187

買 掛 金 1,281,855

短 期 借 入 金 1,802,380

一年内返済予定の長期借入金 273,000

未 払 金 196,950

未 払 費 用 164,103

未 払 法 人 税 等 39,315

そ の 他 84,695

固 定 負 債 895,481

長 期 借 入 金 40,000

退 職 給 付 引 当 金 536,692

役 員 退 職 引 当 金 27,979

再評価に係る繰延税金負債 290,809

負 債 合 計 5,299,971

（純 資 産 の 部） 　

株 主 資 本 6,311,547

資 本 金 2,295,169

資 本 剰 余 金 1,860,948

資 本 準 備 金 1,157,189

その他資本剰余金 703,759

利 益 剰 余 金 2,274,566

利 益 準 備 金 189,962

その他利益剰余金 2,084,604

別 途 積 立 金 1,400,000

繰越利益剰余金 684,604

自 己 株 式 △119,137

評価・換算差額等 498,747

その他有価証券評価差額金 70,234

土地再評価差額金 428,513

純 資 産 合 計 6,810,295

資 産 合 計 12,110,266 負債・純資産合計 12,110,266
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損　益　計　算　書

(平成21年４月１日から)平成22年３月31日まで
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 　 10,242,087

売 上 原 価 　 8,409,467

売 上 総 利 益 　 1,832,620

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　 1,471,632

営 業 利 益 　 360,988

営 業 外 収 益 　 　

受 取 利 息 及 び 配 当 金 25,301 　

設 備 賃 貸 料 164,093 　

そ の 他 8,931 198,326

営 業 外 費 用 　 　

支 払 利 息 19,894 　

設 備 賃 貸 料 原 価 153,083 　

為 替 差 損 52,424 　

そ の 他 2,902 228,305

経 常 利 益 　 331,009

特 別 利 益 　 　

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 10,041 　

投 資 損 失 引 当 金 戻 入 益 61,000 71,041

特 別 損 失 　 　

固 定 資 産 除 却 損 1,149 1,149

税 引 前 当 期 純 利 益 　 400,902

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 69,000 　

法 人 税 等 調 整 額 131,780 200,780

当 期 純 利 益 　 200,122
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株主資本等変動計算書

(平成21年４月１日から)平成22年３月31日まで
（単位：千円）

　

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計

別途積立金
繰越利益
剰 余 金

平成21年３月31日残高 2,295,169 1,157,189 703,751 1,860,940 189,962 1,400,000 529,198 2,119,161 △118,910 6,156,361

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 　 － 　 　 △44,716 △44,716 　 △44,716

当期純利益 　 　 　 － 　 　 200,122 200,122 　 200,122

自己株式の取得 　 　 　 － 　 　 　 － △249 △249

自己株式の処分 　 　 8 8 　 　 　 － 21 30

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の変動額（純額）

　 　 　 － 　 　 　 － 　 －

事業年度中の変動額合計 － － 8 8 － － 155,405 155,405 △227 155,186

平成22年３月31日残高 2,295,169 1,157,189 703,759 1,860,948 189,962 1,400,000 684,604 2,274,566 △119,137 6,311,547

　
評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
その他有価証券評価差額金 土 地 再 評 価 差 額 金 評価・換算差額等合計

平成21年３月31日残高 △23,054 428,513 405,458 6,561,819

事業年度中の変動額 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 － △44,716

当期純利益 　 　 － 200,122

自己株式の取得 　 　 － △249

自己株式の処分 　 　 － 30

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の変動額（純額）

93,289 － 93,289 93,289

事業年度中の変動額合計 93,289 － 93,289 248,475

平成22年３月31日残高 70,234 428,513 498,747 6,810,295
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Ⅰ．重要な会計方針に係る事項

１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 ………………………… 移動平均法に基づく原価法によってお

ります。

その他有価証券

時価のあるもの …………………… 決算日の市場価格等に基づく時価法に

よっております。

　 （評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定しております。）

時価のないもの …………………… 移動平均法に基づく原価法によってお

ります。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品、材料及び貯蔵品、仕掛品 … 先入先出法による原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下に基づく

簿価の切下げの方法）によっておりま

す。

３．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 ……………………… 定率法によっております。

　 ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）につ

いては、定額法によっております。

無形固定資産 ……………………… 定額法によっております。
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４．引当金の計上方法

(1) 貸倒引当金 ……… 売上債権、貸付金等の債権の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 退職給付引当金 … 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退

職給付債務の見込額に基づき計上しております。数

理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）

による定率法により按分した額を、発生の翌事業年

度から費用処理することとしております。

　 （会計方針の変更）　

　当事業年度より、「「退職給付に係る会計基準」

の一部改正（その３）」（企業会計基準第19号　平

成20年７月31日）を適用しております。

　数理計算上の差異を翌事業年度から償却するため、

これによる営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益に与える影響はありません。　

(3) 役員退職引当金 … 平成15年３月期で役員退職金制度を廃止しておりま

す。なお、役員退職引当金の既引当残高は各役員の

退職時に当該役員に対する引当額を取崩し支給する

こととしております。

５．リース取引の処理方法

    リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・

　リース取引については、通常の賃貸借に係る方法に準じた会計処理を採用し

　ております。

６．消費税等の会計処理方法

税抜き方式によっております。
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Ⅱ．貸借対照表に関する注記

１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

２．有形固定資産の減価償却累計額 4,638,837千円

３．関係会社に対する短期金銭債権 2,546,668千円

４．関係会社に対する短期金銭債務 2,129,237千円

５．担保提供資産並びに担保付債務

担保提供資産

建物 116,267千円

機械及び装置 3,639千円

工具器具及び備品 55千円

土地 859,235千円

担保付債務

短期借入金 300,000千円

一年内返済予定の長期借入金 40,000千円

長期借入金 40,000千円

６．土地の再評価

「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布、平成11年３月31

日改正）に基づき事業用土地の再評価を行っております。再評価の方法は、

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年政令第119号）第２条第４号

に定める地価税法の路線価に基づいて算定しております。また、再評価差額

に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、

再評価差額からこれを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の

部に計上しております。

再評価を行った年月日 平成12年３月31日

再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

　 △468,019千円
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Ⅲ．損益計算書に関する注記

１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

２．関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 5,494,692千円

仕入高 6,864,299千円

営業取引以外の取引による取引高 187,525千円

　

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記

１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類
前 事 業 年 度 末
株 式 数 （ 株 ）

当事業年度増加
株 式 数 （ 株 ）

当事業年度減少
株 式 数 （ 株 ）

当 事 業 年 度 末
株 式 数 （ 株 ）

普通株式（注） 563,130 879 103 563,906

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加879株は、単元未満株式の買取りによる増加であり

ます。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少103株は、単元未満株式の買増請求による減少であ

ります。

　

Ⅴ．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、たな卸資産評価損等

であり、繰延税金負債の主な原因は土地再評価差額金であります。

　

Ⅵ．リースにより使用する固定資産に関する注記

貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器等の一部については、所

有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。
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Ⅶ．関連当事者との取引に関する注記

１．法人主要株主

法人主要株主との間における重要な取引がないため、記載を省略しており

ます。

２．子会社
　 　 　 　 (単位：千円)

名 称
議決権等の
所 有 割 合

関 係 内 容

取 引 内 容 取引金額 科 目 期末残高役 員 の
兼 任 等

事業上の関係

東 北 オ カ ヤ ㈱ 100％ ２名
電子部品及び
機器の製造

製 品 の 購 入
（注２）

1,095,589
支 払 手 形
買 掛 金

223,123
209,079

資 金 の 貸 付
（注３）

6,532,500 短 期 貸 付 金 329,000

Ｏ Ｓ Ｄ ㈱ 100％ ２名
電子部品及び
機器の製造

製 品 の 購 入
（注２）

780,485 買 掛 金 112,281

資 金 の 借 入
（注３）

1,140,000 短 期 借 入 金 61,000

製造設備の貸与
（注４）

67,820
そ の 他
流 動 資 産

5,900

OKAYA ELECTRIC
A M E R I C A  I N C .

100％ １名
電子部品及び
機器の販売

当社製品の販売
（注１）

381,012 売 掛 金 66,560

資 金 の 貸 付
（注３）

679,600 短 期 貸 付 金 55,824

岡 谷 香 港
有 限 公 司

100％ １名
電子部品及び
機器の製造

製 品 の 購 入
（注２）

4,496,561 買 掛 金 730,823

製造設備の貸与
（注４）

96,073
そ の 他
流 動 資 産

8,278

岡 谷 香 港 貿 易
有 限 公 司

100％ －
電子部品及び
機器の販売

当社製品の販売
（注１）

2,708,828 売 掛 金 751,823

資 金 の 借 入
（注３）

1,362,271 短 期 借 入 金 269,816

O K A Y A  E L E C T R I C
( S I N G A P O R E )
P T E . L T D

100％ －
電子部品及び
機器の販売

当社製品の販売
（注１）

1,485,791 売 掛 金 446,125

資 金 の 借 入
（注３）

3,011,213 短 期 借 入 金 390,768

O K A Y A  L A N K A
（ P V T ） L T D .

100％ １名
電子部品及び
機器の製造

資 金 の 貸 付
（注３）

6,285,419 短 期 貸 付 金 588,478

(1) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

(2) 取引条件及び取引条件の決定方法等

（注１）上記各社への当社製品の販売については、市場価格を参考に決定しております。

（注２）上記各社からの製品及び原材料の購入については、当社製品の市場価格から算定した価

格及び各社から提示された総原価を検討の上、決定しております。

（注３）子会社に対する資金の貸付及び借入については、市場金利を勘案して決定しております。

なお、資金の貸付による担保の受入及び資金の借入による担保の提供はしておりません。

（注４）製造設備の貸与については、当社の貸与資産に係る費用に基づいて決定しております。

（注５）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。
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３．役員及び個人主要株主等

該当事項はありません。

　

Ⅷ．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 304円61銭

１株当たり当期純利益 ８円95銭
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連結計算書類に係る会計監査報告

　 独立監査人の監査報告書 　

　 平成22年５月12日　

　岡谷電機産業株式会社 　

　 取締役会　御中 　

　 あ　ず　さ　監　査　法　人 　

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 木 村 弘 巳 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 河 西 正 之 
　

　　 　
　 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、岡谷電機産業株式会社の平成21年

４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書について監査を行った。この連結計算書

類の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意

見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がないかどうかの合

理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した

会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

連結計算書類の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表

明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、岡谷電機産業株式会社及び連結子会社から成る企業集団の当該連結

計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

　 独立監査人の監査報告書 　

　 平成22年５月12日　

　岡谷電機産業株式会社 　

　 取締役会　御中 　

　 あ　ず　さ　監　査　法　人 　

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 木 村 弘 巳 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 河 西 正 之 
　

　　 　
　 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、岡谷電機産業株式会社の平

成21年４月１日から平成22年３月31日までの第87期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書並びにその附属明細書について監査を行った。こ

の計算書類及びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経

営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含

め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法

人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産

及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

　 監　査　報　告　書 　

　 当監査役会は、平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第87期事業年度の取締役の

職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の

一致した意見として本報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果

について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報

告を受け、必要に応じて説明を求めました。

各監査役は、監査役監査の基準に準拠し取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及

び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めるとと

もに、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を

調査いたしました。監査の実施にあたっては、必要に応じて内部監査室とも連携して調査

等を行いました。

また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他

株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及

び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備され

ている体制（内部統制システム）の状況を監視及び検証いたしました。

子会社については、子会社の取締役等から定期的に事業の報告を受け、必要に応じて説

明を求め、また、実地調査を行いました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業

報告及びその附属明細書について検討いたしました。

会計監査に関しては、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施して

いるかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を

受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行わ

れることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）について、

「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備して

いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資

本等変動計算書）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計

算書、連結株主資本等変動計算書）について検討いたしました。
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　２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いるものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事

実は認められません。

③　内部統制システムの整備に関する取締役会決議の内容は相当であり、また、当該内

部統制システムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら

れません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　

　 平成22年５月14日 　

　 岡谷電機産業株式会社監査役会 　

　

常 勤 監 査 役
(社外監査役) 江 本 明 弘 

監 査 役 鈴 木 英 夫 

監 査 役
(社外監査役) 小 川 正 明 

　

　　 　

以　上
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株主総会参考書類
　

議案および参考事項　

第１号議案　剰余金の処分の件

剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　期末配当に関する事項

第87期の期末配当につきましては、当期の業績ならびに今後の事業展開を

勘案いたしまして、下記のとおりといたしたいと存じます。

①　配当財産の種類

金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金９円　総額　201,218,904円

③　剰余金の配当が効力を生じる日

平成22年６月28日といたしたいと存じます。
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第２号議案　取締役６名選任の件

　取締役全員（６名）は、本総会の終結の時をもって任期満了となりますので、

取締役６名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　　取締役候補者は、次のとおりであります。　　

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

所有する
当社の株
式 の 数

１
まるやま   　りつお

丸 山 　 律 夫

（昭和17年11月24日生）

昭和40年３月

昭和62年３月

平成２年６月

平成12年６月

　

平成14年４月

平成15年４月

平成20年４月

当社入社

長野製作所技術部長　

取締役生産副本部長兼長野製作所長

常務取締役ノイズ・サージ事業本部長

兼総合品質保証部長

代表取締役社長兼生産本部長

代表取締役社長

代表取締役会長兼 高経営責任者

（ＣＥＯ）（現）

79,155株
　

２
やまぎし     　ひさよし　

山 岸 　 久 芳

（昭和26年１月28日生）

昭和44年３月

平成10年３月

平成15年４月

平成15年６月

　

平成16年６月

平成16年10月

平成17年６月

平成20年４月

当社入社

長野製作所製造部次長

生産本部副本部長兼生産管理統括部長

東北ロダン株式会社（現東北オカヤ

株式会社）代表取締役社長

取締役生産本部長兼生産統括部長

岡谷香港有限公司董事長

取締役生産本部長

代表取締役社長兼 高執行責任者

（ＣＯＯ）（現）　

10,700株
　

３
えもと　　 　 あきひろ　

江 本 　 明 弘

（昭和26年６月24日生）

昭和50年４月

　

平成11年４月

平成13年４月

平成20年４月

平成20年６月

平成21年５月

安田生命保険相互会社（現明治安田生命

保険相互会社）入社　

同社浜松支社長

同社営業政策部 部長

同社関連事業部審議役

当社常勤監査役（現）

東北オカヤ株式会社監査役（現）

ＯＳＤ株式会社監査役（現）　

100株



2010/05/26 18:20:30 ／ 09631710_岡谷電機産業株式会社_招集通知

取締役選任議案

－ 43 －

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）  略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

所有する
当社の株
式 の 数

４

あおき     まさみつ

青 木 　 正 光

（昭和26年11月20日生）
　

　

昭和45年３月

平成14年４月

平成15年４月

平成16年４月

平成18年４月

平成19年４月

　

平成20年４月

　

平成20年５月

平成20年６月

　

平成21年４月

当社入社

埼玉技術センター表示部長

埼玉技術センター長

ＯＳＤ株式会社代表取締役社長　

執行役員埼玉技術センター長

生産本部副本部長兼生産統括部長

兼埼玉技術センター長

執行役員生産本部長兼生産統括部長

OKAYA LANKA (PVT) LTD.社長（現）　

岡谷香港有限公司董事長

取締役執行役員生産本部長

兼生産統括部長

取締役執行役員生産本部長（現）

11,800株

５
よ し の 　 　 　 た か し

吉 野 　 　 卓

（昭和25年４月22日生）

昭和49年４月

平成18年４月

平成19年11月

平成20年４月

平成21年４月

　　

沖電気工業株式会社入社

同社経理部長

当社顧問

執行役員経理部長

執行役員管理本部副本部長兼経理部長

（現）

1,000株

６
きしろ     としひこ

木 代 　 俊 彦

（昭和19年５月９日生）

昭和43年４月

　

昭和63年５月

平成元年２月

平成６年１月

平成10年６月

平成16年６月

平成20年６月

株式会社富士銀行（現株式会社みずほ銀

行）入行

同行国際企画部欧・亜・中東室長

同行デュッセルドルフ支店長

同行池袋支店長

セイコーエプソン株式会社取締役

同社常勤監査役

当社取締役（現）

0株

（注）１．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

２．木代俊彦氏は、社外取締役候補者であります。

３．木代俊彦氏を社外取締役候補者とした理由は、株式会社富士銀行（現株式会社みずほ

銀行）およびセイコーエプソン株式会社において培ってこられた幅広い経験と見識を

有しておられ、平成20年６月に当社取締役に就任後も中立な立場から公正かつ有効な

経営判断を行い、引き続き社外取締役としての職務を適切に遂行いただけると判断し

たものです。なお、同氏は平成20年６月より当社の社外取締役に就任しており、その

在任期間は本総会終結の時をもって２年となります。

４．当社と社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損

害賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定款で定めておりますが、当該内容の契

約は行っておりません。　
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第３号議案　監査役１名選任の件

　本総会の終結の時をもって監査役江本明弘氏が辞任されますので、監査役１

名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。　

　監査役候補者は、次のとおりであります。　

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略歴、地位および重要な兼職の状況

所有する
当社の株
式 の 数

き よ た 　 　 　 む ね あ き

清 田 　 宗 明

（昭和32年４月３日生）

昭和56年４月

　

平成11年４月

平成14年４月

　

平成16年６月

平成19年４月

平成21年４月

　

株式会社富士銀行（現株式会社みずほ銀

行）入行

同行海外営業部参事役

株式会社みずほコーポレート銀行市場企

画部付参事役

同行国際為替部長

同行バンコック支店長

みずほ証券株式会社執行役員兼スイスみ

ずほ銀行社長（現）　

0株

（注）１．候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

２．清田宗明氏は、社外監査役候補者であります。

３．清田宗明氏を社外監査役候補者とした理由は、金融機関において培ってこられた幅広

い経験と見識に鑑み、会社の監査業務に十分な見識を有しておられ、社外監査役とし

ての職務を適切に遂行いただけると判断したものです。

４．当社と社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損

害賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定款で定めておりますが、当該内容の契

約は行っておりません。
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第４号議案　補欠監査役１名選任の件

法令に定める監査役の員数を欠くこととなる場合に備え、補欠監査役１名の

選任をお願いするものであります。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社の株式の数

や ま お か  ひ で お 　

山 岡 秀 夫

(昭和23年９月３日生)

昭和46年４月　帝国ピストンリング株式会社入社

平成15年６月　同社取締役営業企画部長

平成19年６月　同社常務役員 兼 テーピコーポレー

ションオブアメリカ社長

平成21年６月　同社常務取締役常務役員（現）

0株

（注）１．候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

２．山岡秀夫氏は、補欠の社外監査役候補者であります。

３．当社は、山岡秀夫氏の帝国ピストンリング株式会社における常務役員としての実績を

高く評価、当社とは利害関係のない見地から適切な指導および社外監査役としての職

務を適切に遂行いただけるものと判断し、補欠社外監査役として選任をお願いするも

のであります。

４．当社と社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損

害賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定款で定めておりますが、当該内容の契

約は行っておりません。

　

第５号議案　退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

　本総会の終結の時をもって取締役を退任されます松岡郁男氏に対し、在任中

の功労に報いるため、当社所定の基準に従い相当額の範囲内で退職慰労金を贈

呈することとし、その具体的金額、贈呈の時期、方法等につきましては取締役

会にご一任願いたいと存じます。

　なお、当社は、経営改革の一環として、平成15年３月期をもって取締役およ

び監査役の退職慰労金制度を廃止しており、本議案に基づき贈呈する退職慰労

金は、松岡郁男氏の取締役就任時から平成14年６月末日までの在任期間に対応

する退職慰労金であります。

　退任取締役の略歴は、次のとおりであります。

　氏　　　　　名 　　　　略　　　　　　　　　　　　　　　　　　歴

ま つ お か 　 　 い く お 　

松 岡 　 郁 男
平成12年６月　取締役（現）　

　以　上
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地図

第87回　定時株主総会会場ご案内
　

　

　 会 場 東京都世田谷区等々力六丁目16番９号

　 　 当社　本社会議室

　 　 電話　03　(4544）7000（代表）

　 東急大井町線 尾山台駅下車　徒歩約10分

　

（ご注意）

当日は、１階正面玄関よりお入りください。

なお、駐車スペースがございませんので、お車でのご来社はご遠慮ください。

　

（会場付近略図）

駒
沢
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通
り

駒
八
通
り

自
由
通
り

東京都市大学
等々力中学・高校

銀行

紀ノ国屋

トヨタトヨタ 産業能率大学

バス停
等々力七丁目
バス停
等々力七丁目

目黒通り

浄真寺

等々力駅

尾山台駅

九品仏駅

自由が丘駅

岡谷電機産業(株)
本 社




